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■「生活交通条例」に基づく支援施策について 

 

  

 

 

 

 

 

【条例に基づく支援施策について】 

    

〈これまでの位置づけ〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈今後の位置づけ〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の対応】 

 

報告１ 

【公共交通空白地等及び移動制約者に係る生活交通の確保に関する条例（H22.12.28 施行）】 

附則 ２ 市は，この条例の施行後３年を経過した場合において，この条例の施行の状況を勘案

し，必要があると認めるときは，この条例の規定について検討を加え，その結果に基づ

き必要な措置を講ずるものとする。 

条例に基づく支援施策 

公共交通休廃止対策 

（第 10 条） 

公共交通不便地対策

（第８条） 
生活交通確保の支援 

※方針決定 ※補助要綱 ※条例との関係不明瞭 

条例に基づく支援施策 

公共交通休廃止対策 

（第 10 条） 

公共交通不便地対策

（第８条） 

生活交通確保の支援 

（第４条） 

※補助要綱制定 ※現制度での支援継続 ※条例での位置づけ明確化 

○条例に基づく支援施策について，以下の通り対応を図る。 

（１）市域全体を対象に，地域と交通事業者による生活交通確保の取り組みを，広報活動などに

より支援する。 

（２）公共交通不便地について，現制度に基づき継続的な支援を図る。 

（３）公共交通休廃止対策について，要綱を制定する。 
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□条例に基づく休廃止対策補助に係る要綱制定について 

 

【要綱制定趣旨】 

  生活交通条例に基づく休廃止対策として，路線バス又は鉄道に係る路線の廃止等に伴い公共交

通空白地となるおそれがある地域（公共交通空白地等）において，市民の日常生活に欠かすこと

のできない必要最低限度の生活交通（通勤，通学，通院，買い物等）を確保するため，代替交通

の運行支援に係る必要事項について定めるもの。 

 

【補助要綱イメージフロー】 

 

STEP 1  

 

 

STEP 2 

 

 

 

STEP 3 

 

 

 

 

 

 

STEP 4 

 

 

STEP 5 

 

 

STEP 6 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

   STEP 7 

バス路線休廃止の申出 

特別対策区域指定要件 

路線の休廃止で公共交通 

空白地となるか。 

生活交通路線補助の適用 

（代替交通の検討） 

生活交通路線補助対象外 

（路線休廃止） 

地域公共交通会議への意見照会 

非該当 

非該当 

【指定要件】 

○代替交通確保への地域住民の積極的関与 

・地域及び交通事業者，行政で構成する協議会等の設置

・協議会等において公共交通の利用促進を図る 

非承認 

【検討事項】 

○生活交通（通勤，通学，通院，買い物など） 

の利用者の実態に即した運行 

○生活を営むために必要な最低限度の移動手段の確保

 ＊運行本数：１系統あたり１日１５往復以内 

 ＊運行車両：１系統あたり１車体制  

特別対策区域の指定 

必要に応じて見直し 

代替交通の運行支援 
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